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要       旨 

 

１ 作成の背景 

2015 年 11 月から 12 月に開催された国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）

において、世界共通の長期目標として産業革命以前からの温度上昇を２℃に抑え、世界全

体で今世紀後半には、温室効果ガス排出量を実質的にゼロにすることを目指す「パリ協定」

が採択され、2016年 11月４日に発効した。また、2019年６月11日に「パリ協定に基づく

成長戦略としての長期戦略」が閣議決定された。我が国は、最終到達点として「脱炭素社

会」を掲げ、それを野心的に今世紀後半のできるだけ早期に実現していくことを目指すと

している。それに向けて、2050 年までに 80％の温室効果ガスの排出削減という長期的目

標を掲げている。脱炭素社会の実現は喫緊の課題である。その中でも、日常生活をおくる

住宅のあり方は脱炭素社会への道筋に大きな影響を与える。 

 

２ 現状及び問題点 

一方、我が国には長寿化、人口減少、世帯構成などの急激な社会環境の変化が訪れる。

このような社会ではこれまでの成長を仮定した対策とは異なる脱炭素シナリオが必要にな

る。画一的に住宅の性能を向上させるだけではなく、住まい方や働き方の変容を考慮して

家庭分野の脱炭素に向けて検討を行う必要がある。分科会では、長寿化、健康寿命、人口

減少、世帯構成などに関するこれまでの研究をレビューし、住宅の今後のエネルギー消費

に及ぼす影響を考究した。住まいと住まい方の両面から健康で長寿な脱炭素住宅を実現す

る道筋に関して検討した。また、新型コロナウイルス感染症により我々の住まいや住まい

方は大きな影響を受けることが予想される。長寿・脱炭素社会における住まい方に関して

（1）から（4）で提言を行い、脱炭素を実現する住まいのあり方及び国際協力に関して(5)、

(6)で提言を行った。 

 

３ 提言 

(1) 高齢者住宅のエネルギー消費量の把握 

住宅におけるエネルギー消費に関する統計データを継続的に取得することが必要で

ある。一人当たりの温室効果ガス排出量について家庭部門の CO2 排出実態統計調査（家

庭 CO2 統計）で評価すべきである。家電製品のリアルタイム情報や居住者の行動情報を

得ることによって待機電力などのさらなる削減が可能である。（総務省、経済産業省、国

土交通省、環境省）   

(2)  エネルギー需要・情報・サービスに関する動向把握 

世帯人数、年齢構成などにより生活行動が異なるため、それに合わせた対策と優先順

位を決めていく必要がある。エネルギー需要科学という学問、研究分野が必要とされて

いる。高齢者世帯に関しては、エネルギー消費の特徴は在宅時間が長いこと、古い機器

の使用割合が高いことなどがある。高齢化社会の生活とAI、IoTを踏まえてエネルギー

需給、住まいの在り方を考える必要がある。技術のみならず、生活空間や居住者行動を
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包括したアプローチも必要になる。また、新型コロナウイルス感染症による在宅勤務な

どの住まい方が与える影響に関しても調査すべきである。（総務省、経済産業省、国土

交通省） 

(3)  寒い住宅からの脱却、断熱による死亡率の低減並びに、豪雪被害への対応 

世界保健機関（WHO）が 2018 年 11 月に発行した、住宅と健康に関するガイドライン

（WHO Housing and health guidelines）では寒い季節の住宅の最低室温を守るべきで

あるとの勧告を行っているが、それを適用すべきである。我が国においても住宅と健康

に関するエビデンスが充実しつつあり、これらを政策に反映すべきである。また、寒冷

地のみならず温暖な地域であっても、住宅の高断熱・高気密化による熱性能の向上を図

るべきである。加えて、高齢化の進む豪雪地帯における住宅の雪対策が重要な問題であ

ることを再認識すべきである。（厚生労働省、経済産業省、国土交通省、環境省） 

(4)  夏季の猛暑に対する住宅のレジリエンス対策 

我が国において熱中症で救急搬送される人数が増加している。我が国の熱中症の約 

４割が住宅内で発生しており、このうち７割が65歳以上の高齢者である。住宅における

日射遮蔽や通風の確保、適切な冷房の使用に関して科学的データを示して危険性を知ら

せるべきである。また、高齢者には特に暑い季節に睡眠障害、睡眠不足による健康被害

が生じる可能性があるため、良好な住宅環境を提供すべきである。（厚生労働省、経済産

業省、国土交通省、環境省） 

(5)  人口減少社会における脱炭素戦略 

売電の買取価格低下により、ZEH（ネット・ゼロエネルギーハウス）の太陽光発電設備設

置の経済的メリットが薄れつつあるため、自家消費率を向上させる技術開発を行うこと

が大切である。さらなる普及のためには、健康・快適性、レジリエンスなどのエネルギ

ー以外の便益に関して示していく必要がある。ZEH の不動産価値に関しても中古市場で

高く評価されていくような取り組みが必要である。住宅の環境性能に関する分かりやす

い表示、例えば標準光熱費などの表示が住宅流通時に必要である。建物保有税は質の高

い建物ほど高いことから、環境負荷を小さくするための投資を阻害しており、廃止・軽

減を含め抜本的な見直しが必要である。（経済産業省、国土交通省、環境省） 

(6)  アジア蒸暑地域の冷房・国際協力 

アジア蒸暑地域の発展途上国における冷房エネルギー消費が急増している。冷房負荷

の小さい住宅や高効率エアコンの開発と普及を進めるべきである。高齢化に対応した課

題は、アジア蒸暑地域においても我が国に遅れて発生する。アジア学術会議を基盤とし

て脱炭素に取り組む必要がある。地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム

（SATREPS）やBuilding Energy structure and Lifestyle Database of Asia（BELDA）

の活動などをさらに支援していく必要がある。（外務省、経済産業省、環境省） 

なお、住宅供給のほとんどは民間事業者によって行われているため、提言に関しては

関係省庁のみではなく、関連する産業界と連携して行うことが重要である。 
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１ 提言の背景と目的 

2015 年 11 月から 12 月に開催された国連気候変動枠組条約第 21 回締約国会議（COP21）

において、世界共通の長期目標として産業革命以前からの温度上昇を２℃に抑え、世界全

体で今世紀後半には、温室効果ガス排出量を実質的にゼロにすることを目指す「パリ協定」

が採択され、2016年 11月４日に発効した[1]。これに呼応して我が国では、温室効果ガス

排出量を 2013 年度比で 2030 年度に 26.0％減、部門別では、家庭部門 39.2％を削減する

「地球温暖化対策計画」が、2016年５月に閣議決定された[2]。また、2019年６月11日に

「パリ協定に基づく成長戦略としての長期戦略」が閣議決定された[3]。我が国は、最終到

達点として「脱炭素社会」を掲げ、それを野心的に今世紀後半のできるだけ早期に実現し

ていくことを目指すとしている。それに向けて、2050 年までに 80％の温室効果ガスの排

出削減という長期的目標を掲げている。また、今世紀後半のできるだけ早期に住宅やオフ

ィス等のストック平均のエネルギー消費量を正味でおおむねゼロ以下（ゼロ・エネルギー

ハウス（以下、ZEH）、ゼロ・エネルギービル（以下、ZEB）相当）としていくために必要と

なる建材、機器等の革新的な技術開発や普及を促すとしている。脱炭素社会の実現は喫緊

の課題である。その中でも、日常生活をおくる住宅のあり方は脱炭素社会への道筋に大き

な影響を与える。 

日本学術会議は、2019年９月19日に山極寿一会長が日本学術会議会長談話、「地球温暖

化」への取組に関する緊急メッセージを発出している[4]。その中で、「私たちには、ただ

「我慢や負担」をするのではなく、エネルギー、交通、都市、農業などの経済と社会のシ

ステムを変えることで、豊かになりながらこれを実現する道が、まだ残されています。世

界でそのための取組は始まっていますが、わが国を含め世界の現状はスピードが遅すぎま

す。」と述べている。 

地球温暖化問題に関して気候非常事態宣言（Climate Emergency Declaration: CED）を

行う自治体や団体が急速に拡大している[5]。王立英国建築家協会（RIBA）[6]や米国建築

家協会（AIA）[7]も環境と気候の非常事態宣言を 2019 年６月に行った。米国建築家協会

は、「建築家の日々の慣習を変えて、ゼロカーボン、公平、レジリエンスで健康な建築環境

を実現する」と宣言を採択している。また、日本の壱岐市、鎌倉市、白馬村、長野県など

においても宣言が行われている。2019年 10月４日に鎌倉市議会で行われた決議では、「温

室効果ガスのゼロエミッションを達成することを目標とする」と述べられている[8]。環境

省によれば、東京都、京都市、横浜市を始めとする56の自治体（13都府県、21市、１特

別区、16町、５村）が「2050年までに二酸化炭素排出実質ゼロ」を表明、自治体を合計す

ると人口は約 4,968 万人、GDP は約 252 兆円となり、日本の総人口約 39％を占めている

[9]。 

一方、我が国には長寿化、人口減少、世帯構成などの急激な社会環境の変化が訪れる。

このような社会ではこれまでの成長を仮定した対策とは異なる脱炭素シナリオが必要にな

る。画一的に住宅の性能を向上させるだけではなく、住まい方や働き方の変容を考慮して

家庭分野の脱炭素に向けて検討を行う必要がある。分科会では、長寿化、健康寿命、人口

減少、世帯構成などに関するこれまでの研究をレビューし、住宅の今後のエネルギー消費
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に及ぼす影響を考究した。それらを踏まえて、住まいと住まい方の両面から健康で長寿な

脱炭素住宅を実現する道筋に関して検討した。また、新型コロナウイルス感染症により我々

の住まいや住まい方は大きな影響を受けることが予想される。長寿社会の生活への影響に

関しては、対面機会、社会的活動、運動機会などがこれまでに増して失われていく可能性

がある。一方、これまでの延長線上にはない新しい情報通信サービスなどが開始される可

能性がある。また、在宅勤務がエネルギー消費構造に与える影響なども調査する必要があ

る。 

長寿・脱炭素社会における住まい方に関して（1）から（4）で提言を行い、脱炭素を実

現する住まいのあり方及び国際協力に関して(5)、(6)で提言を行った。 

2018 年７月３日に公表された総務省の自治体戦略 2040 構想研究会の第二次報告[10]に

おいて、全国の市町村は人口減少に見舞われることが具体的に述べられている。人口縮減

によりGDPが縮小すること、一人暮らし高齢者が増加すること、公的サービスが低下する

こと、都市のスポンジ化や DID（人口集中地区）の低密度化が進行すること、都市の空き

家が増加すること、首都直下地震発生時には避難所生活者が最大約460万人発生すること、

バブル崩壊後の就職氷河期に就職した世代は長年にわたり給与が低いこと、地方圏のサー

ビス産業は生産性が低くなることなどが指摘されている。 

すべての人々が平和で豊かに暮らすことは誰しもの願いである。国連が提示した SDGs

（持続可能な開発目標）[11]においてもこの点が示されている。脱炭素健康住宅はその方

策の一つである。温暖化の影響による厳しい気象・気候に見舞われても、日々の生活を営

む器となる住宅は、日常生活が健全で、かつ住まい手が健康で快適に生活できる必要があ

る。そのためには ①適切な温熱環境、②適切な睡眠環境、③清浄な空気環境、④安全・安

心な住宅、の実現が望まれる。日本人は一日のうち約60％の時間を住宅内で過ごすといわ

れているが、「建築物衛生法」[12]の特定建築物に含まれない住宅は法的な制約も少なく、

健康的でない環境もみられる。特に、住宅で多くの時間を過ごす子どもや高齢者、要配慮

者には、よりきめ細かな対応が必要である。また、健康と環境にとってより良い生活行動

ができる、持続可能な新しいライフスタイルに対応した、住宅についての情報発信が必要

とされる。 

本提言は、行政への働きかけだけでなく、「みんなの幸せ」について一般社会に発信し、

あるべき姿に先導していくことを目標としている。また、SDGsの「目標７：エネルギーを

みんなにそしてクリーンに」、「目標９：産業と技術革新の基盤をつくろう」、「目標13：気

候変動」だけではなく、長寿社会の住まい方を考えた「目標３：すべての人に健康と福祉

を」、「目標８：働きがいも経済成長も」、「目標11：住み続けられるまちづくりを」も含め

て対象としている。また、関係省庁だけではなく関連する産業分野と連携して行くことが

大切なため「目標12：つくる責任使う責任」を含めた。 

前期提言「低炭素・健康なライフスタイルと都市・建築への道筋」[13]においては広範

囲の内容が取り上げられており、低炭素化に関するほとんどの内容がカバーされている。

しかしながら、前期提言において「高齢化」について触れられている部分はほとんどない。

また、2018年７月３日に閣議決定された第５次エネルギー基本計画[14]においても「高齢
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化」に関する部分はほとんどない。今後の超高齢化社会の到来により、必要とされる脱炭

素健康住宅の在り方も変わるため、その点に焦点を絞って議論を進めた。我が国は長寿社

会に移行しつつある。長寿社会に適用できる住宅モデルは現在のところ見当たらないため、

我が国が自らモデルをつくっていく必要もある。 

SDGsが国際社会全体の目標として共有されており、それを民間投資により支援しようと

するのがESG（環境・社会・ガバナンス）投資である。2019年７月３日に国土交通省は、

ESG不動産投資のあり方検討会中間とりまとめを公表した[15]。欧米諸国をはじめとして、

投資家がESGの視点から投資先を選別し、投資先に対してESG への配慮を求める動きが拡

大している。そのような観点から、不動産投資においても、世界的には、地球温暖化・気

候変動への対応が求められるほか、特に我が国では、人口減少や少子高齢化、防災・減災

等への諸課題に対応することが重要であり、実際に、欧米の投資家などから、そうしたESG 

投資への対応が求められている。タワーマンションなどの過剰供給や空き家率上昇、一人

暮らしの増加など我が国において変化しつつある価値観、社会背景を踏まえながら議論を

深める必要がある。 

また、21世紀に入ってアジア蒸暑地域の多くの国々が、我が国が経験したよりも一層速

いスピードで高齢化し人口減少へと転じていく。そのような背景の中、健康で質の高い生

活を目指し、脱炭素を実現する住宅のあり方への提言が求められている。既存住宅数は新

築住宅の着工数と比較すると圧倒的に多く、脱炭素を実現するには既存住宅に関しても対

策を行っていく必要がある。 

 

２ 高齢者住宅のエネルギー消費量の把握 

我が国における住宅のエネルギー消費量は、2000年頃をピークに減少している[16]。エ

ネルギー種別消費原単位の推移では灯油、LPG の減少幅が大きい。住宅の一次エネルギー

消費量に関しては、単独用途では給湯が最大である。一方、冷房は２％程度である。環境

省で実現した家庭部門のCO2排出実態統計調査（以下、家庭CO2統計）[17]の構想と実現に

関しては、10年越しの悲願であった。この統計を活用することで属性に分けたきめ細かい

省エネ対策が可能になる。 

我が国の住宅におけるエネルギー消費は暖房、給湯、照明・家電の割合が大きい。また、

近年の高齢者世帯では若中年世帯よりエネルギー消費が大きい場合が多い。これは、在宅

時間が長い、冷蔵庫の複数台使用の割合が高い、給湯ではガス・灯油の使用が多いためで

ある[17]。今後も必要な統計データを継続的に取得することは科学的な政策立案に大きく

役立つ。しかしながら、照明・家電に関しては住宅の分電盤や電気配線が分離されている

ことが少なく、家庭 CO2 統計においても照明と家電などのその他エネルギー消費量が分け

られていない。照明に関してはLED化が進みエネルギー消費量が低減しているが、この効

果を把握するために、全数でなくとも照明と家電などのその他エネルギーを分離した実態

を把握して行くべきである。 

我が国の家計調査年報[18]では、単身世帯は光熱費支払金額しか計上されていないため、

購入数量（電気ならkWh、ガスなら㎥）が把握できていない。一方で家庭CO2統計では単身
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世帯も２人以上世帯と同様の項目が調査されている。単身世帯については、今後も世帯数

が増えることが予想されるため、世帯当たりのエネルギー消費量及び温室効果ガス排出量

について家庭CO2統計を用いた評価も実施すべきである。 

アジア蒸暑地域の都市部における家庭用エネルギー消費実態をみると、暖房、給湯など

の温熱需要を除くエネルギー消費は日本並になっており、また、１人当たりの調理用エネ

ルギー消費量も日本の消費レベルとほぼ等しいことが分かっている[19]。日本での解決法

はアジア蒸暑地域でも展開できるであろう。 

一方で、欧米では貧困者のエネルギー消費対策が重要になっている。特に、定年退職者

や高齢者はリスクが高い。光熱費支出割合が家計支出の 10%を越えると問題が生じるとい

う指摘もあり、我が国でも同様の状況が発生しつつある。ちなみに、家計支出に占める光

熱費の割合は、英国は４％程度に対して我が国は 6.4%であり、携帯電話の家計支出（５%

程度）を超える水準になっている。一方で世帯当たりエネルギー消費の国別の経年変化及

び光熱費支出の変化を比較する場合には、各国の実情に留意すべきである。 

インターネットショッピングのように、現在の省エネルギー統計だけではわからない、

構造的変化に注視する必要がある。具体的には、近年、５年間で1.8倍というネット通販

市場の拡大により、小口の配送量が急激に増えている。また、それに伴って再配達も増加

し、宅配で消費されるエネルギーの25％、原油換算で10万 kLが再配達によるものとなっ

ている[20]。宅配ボックスの設置や在不在の情報システムを個人情報に注意しながら活用

できれば運輸部門のエネルギー消費を削減することも可能である。 

また、ネット・ゼロエネルギーハウス（以下、ZEH）においては家電製品などのその他エ

ネルギーが一般住宅よりも増加しているという指摘もある[21]。構造的変化を観察するに

はそれに対応した統計調査が重要である。現在はその他エネルギーに分類されている可能

性が高い、コタツ、ヒータなどの電熱暖房機器の使用実態が明確に分かっていない。高気

密高断熱化で暖房エネルギー消費量は低減すると考えられ、家電などのその他エネルギー

の省エネルギー対策が重要になる。今後は、IoT、AI を用いて設計時の想定と運用時のデ

ータと比較することも可能になるだろう。情報機器の設置によりエネルギー消費量が増加

するという指摘もあるが、家電製品のリアルタイム情報や居住者の行動情報を得ることに

よって待機電力などのさらなる削減が可能である。ただし、行動情報の取得は個人情報の

収集に繋がるため、情報保護に関しては十分留意する必要がある。 

太陽光発電の普及により再生可能エネルギーが低廉になるが、さらなる拡大のためには

電力配送電網、蓄電、蓄熱などの整備などが必要であるが、緊急におこなうのは財政的に

難しい面もある。まずは、生活水準を向上させながら、徹底した省エネルギーを行い、再

生可能エネルギーを出来るだけ利用するという基本的な姿勢は堅持するべきである。住宅・

建築物単体だけで考えるのではなく、これらを電力配送電網と結び脱炭素を行う「電力シ

ステム連携型省エネ建築物」（Grid-Interactive Efficient Buildings（GEB））という概

念も米国エネルギー省から提案されている [22] 。 

 

３ エネルギー需要・情報・サービスに関する動向把握 
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地球温暖化対策計画におけるエネルギー起源 CO2 の対策内容は長期エネルギー需給見通

しと同様であるが、地球温暖化対策計画[2]による2030年における民生部門の目標達成は

必ずしも容易ではない。地球温暖化対策計画における照明、給湯機器導入による効果の算

定は普及率とエネルギー消費削減原単位の積になっているが、世帯人数、年齢構成等によ

り機器使用行動が異なるため、機器の使われ方を考慮した精度の向上が必要である[23]。

家庭CO2統計などの最新統計資料の利用による実態把握と対策効果の検証が必要とされる。

高齢者世帯に関しては、先に述べたように、エネルギー消費は在宅時間が長いこと、古い

機器の使用割合が高いことなどが特徴である。高齢者の一人暮らしが増加しており、脱炭

素かつ魅力ある住まい方が希求されている。その他、シェアリング、在宅勤務、シェアオ

フィスなど社会の変化とエネルギー消費への影響も研究する必要がある。また、新型コロ

ナウイルス感染症による在宅勤務などの住まい方が与える影響に関しても調査すべきであ

る。 

欧州研究者による 1.5℃目標達成のための徹底した省エネルギーシナリオ[24]では、カ

メラやテレビの機能をスマートフォンに集約することなど情報技術の発達や社会の大胆な

転換に基づく大幅なエネルギー消費削減を提案している。これらは家電などのその他エネ

ルギー消費量の割合が増加している我が国でも参考になる提案である。更に脱炭素社会へ

向かうためにはエネルギー消費によって得られるサービスとQOLとの関係を再検討する必

要がある。求められるサービスを効率的に提供するエネルギー消費機器の開発、サービス

と人間の行動の関係をセンシングするプラットフォーム開発を目的に、人間科学・エネル

ギー科学・情報科学が融合したエネルギー需要科学ともいうべき新しい研究分野が必要と

されている。 

超高齢化社会においては高齢者の生活とAI、IoTの進展を踏まえてエネルギー、住まい

の在り方を考える必要がある。IoT をエネルギーと連携していくことが求められるが、そ

れだけではビジネス化するのは難しいであろう。高齢者を支援するサービス等も含めたパ

ッケージとして考えていく必要がある。GAFA（米国のIT企業、Google・Amazon・Facebook・

Appleの頭文字を取ったもの）が本格的に活動を行っていないのがエネルギー分野であり、

我が国としてはこの分野を開拓していく必要がある。高齢者の生活サービスのニーズとし

てはコミュニケーション、セキュリティ、生活サポートの３つが高い傾向にあり[25]、こ

れらを先端のAI、IoT等の情報技術でカバーすることにより、エネルギーとともに高齢者

の生活を支援できるような環境を構築することが期待される。 

一方、2020 年からは次世代通信システムとして第５世代移動通信システム（５G）の導

入が我が国でも開始される予定である。こうした高速通信網を積極的に導入することで、

在宅においても遠隔医療や遠隔診断などがより実効的に可能になり、高齢者への医療福祉

分野のサービスもより充実して行うことが可能になることが予想される。このような場面

では、技術のみならず、生活空間や居住者行動を包括したアプローチも必要になる。それ

らにより、高齢者の多様化する生活ニーズにきめ細かなサービスで対応することができる

だけでなく、結果的に省エネルギーな生活環境へと移行することが可能であろう。HEMS

（Home Energy Management System：ホーム エネルギー マネジメント システム）データ
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などはエネルギーだけでなくこれらのニーズの解決につながるビッグデータとして宝の山

となる可能性がある。一方でこれらのデータには様々な個人情報が含まれており、情報保

護には細心の注意が必要となる。エネルギー事業者はサービスを売る時代になるため、電

気・ガスのみを売る時代は終焉する可能性が高い。 

 

４ 寒い住宅からの脱却、断熱による死亡率の低減並びに、豪雪被害への対応 

(1)  住宅建築物における省エネ対策と健康と安全  

季節と健康に関する研究は生気象学・公衆衛生学に関する分野であり、既に多くの研究

がなされている[26]。しかし、自宅における死亡実態の把握は十分とはいえない。また、

冬季に心疾患や脳血管疾患が多いことが分かっても、具体的な対策は不充分である。人口

動態統計とアメダスの気象データからCoefficient of Seasonal Variation in Mortality

指標（以下、CSVM指標）[27]を用いた死亡率の季節依存性に関する研究によれば、月平均

気温が低くなると心疾患、脳血管疾患、呼吸器疾患、入浴時の死亡率が高くなる。特に、

65歳以上高齢者で顕著になる。関東、中部、関西、九州など温暖な地域は外気温の低下に

よる死亡リスクが高くなるのに対し、寒冷な北海道では、温暖な本州の地域よりも、外気

温の低下による影響が少ない。特に、不慮の溺死・溺水による死因においてその傾向が顕

著である。これは、住宅の断熱性能の高さが起因していると推察されている[28]。国土交

通省の資料[29]によれば、我が国の住宅の38％が無断熱に等しく、現行の断熱基準を満た

した住宅はわずか６％しかない。既存住宅を含めた断熱性能を向上させる対策を行って行

く必要がある。 

全国の約 40 戸の戸建住宅および集合住宅の室温変化を調査した研究では、温暖な地域

ほど冬季の室温変動の幅が大きくなることがわかっている。特に、洗面所やトイレなどの

非暖房室の室温が低くなっている。冬季の室温変化を標準偏差で表すと、建物の断熱性能、

気密性能が低いほど増大することから、建物の高断熱・高気密化が室温の変化の緩和に有

効である[30]。 

北海道、福井県、兵庫県の３地域の在宅医療を行った際の、室温と血圧（収縮期血圧）

測定の結果から、室温が低下するほど収縮期血圧と平均血圧の差が大きくなり、室温が

10℃低下すると約７mmHg上昇している[31]。寒冷地のみならず温暖な地域であっても、住

宅の高断熱・高気密化による住宅の熱性能の向上は、心疾患、脳血管疾患、呼吸器疾患、

入浴時の死亡リスクを抑制することが期待できる。 

 

(2)  寒い住宅と健康 

2018年 11月世界保健機関（WHO）から住宅と健康ガイドライン（WHO Housing and health 

guidelines）が発行された[32]。住宅の室温は、「寒さによる健康への悪影響から居住者を

保護するのに十分なほど高くなければならない」という強い勧告が行われている。温暖な

気候や寒い気候の国では、寒い季節に一般の人々の健康を守るための安全でバランスのと

れた室内温度として 18℃が提案されている。寒い季節を有する気候帯では、「効率的で安

全な断熱材を新しい住宅に設置し、既存の住宅に後付けする必要がある」と条件付き勧告
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が行われている。  

国土交通省スマートウェルネス住宅等推進調査事業では、改修前後の調査と長期コホー

ト研究が行われている[33]。高齢者ほど起床時の居間室温が下がった時の血圧上昇が大き

くなる。家全体が暖かいと高血圧[34]、肩こり、腰痛、入浴事故、過活動膀胱（夜間頻尿）

に効果があることが示されている。国土交通省と厚生労働省の協力のもと日本サステイナ

ブル建築協会が作成した広報資料には、リフォームで断熱性を改善することで、最高血圧

が平均 3.5mmHg 低下することが示されている[35]。これにより、脳卒中死亡数が年間約１

万人、冠動脈疾患死亡数が年間約５千人減少すると推計している[36]。このことからも住

宅の断熱性改善の重要さが分かる。一方で、厚生労働省は、健康日本21（第二次）[37]に

おいて、循環器疾患の対策として、40～80歳代の国民の収縮期血圧を平均で４mmHg低下さ

せる目標を立てている。 

住環境が脳・循環器・呼吸器・運動器に及ぼす影響実測と疾病・介護予防便益評価によ

る調査[38]では、温暖な県で冬の死亡増加率が高く、断熱住宅の普及は疾病予防・介護予

防に寄与する可能性があること、暖かい住まいで、脳、循環器、呼吸器、運動器の状態が

良く、高血圧発病と循環器疾患死亡確率が低いことなどが示されている。循環器・呼吸器

疾患患者における重症化が指摘されている新型コロナウイルス感染症の予防対策にもなり

得ることが期待され、暖かい住まいで健康寿命が延び、介護費を考えれば断熱は充分費用

対効果が高いであろう。 

これらの研究成果を政策にどう反映させるべきかを議論すべきである。我が国では住宅

が私有財産であることが国費を直接投入する上での課題となっている。ヒートショックと

いう言葉が住生活基本計画[39]にも盛り込まれたが、住宅断熱性能に関する一般消費者の

理解度は低い。住宅の暑さ寒さ、結露などについて新築時の関心は高くなっているが、既

築住宅に関しては高価な住宅断熱改修をためらうこと、賃貸住宅でも賃料に反映されるた

め必ずしも居住者は賛同しないことも多い。特に高齢者は将来の自身の健康や社会保障へ

の不安があり、住宅への投資を躊躇する。寿命と健康寿命の差（介護期間）を縮めること

が重要である。既存住宅への対策が特に大切である。 

 

(3)  高齢化の進む雪国の問題 

これまであまり注目されてこなかった高齢化の進む雪国特有の問題を取り上げる。「豪

雪地帯対策特別措置法」に基づく「豪雪地帯」あるいは「特別豪雪地帯」の指定地域は、

我が国の国土の約半分である約 19 万平方キロメートルを占め、居住人口も約２千万人を

擁しているが、いわゆる主要都市圏は含まれておらず、雪害の問題は注目を集めにくい。

地震による被害に比べて雪害は小規模であるが、毎年多発しており、雪害による死者数は、

2000年代に入ってから増え、一冬の死者数が100名を超えた年が５回を数えている。雪に

よる被害の大半（94％）が建物由来であり、その７割が雪下ろしなど除雪作業中の死亡事

故で、高齢者の割合が大きい。このように、豪雪地帯における建物を対象とした雪対策は

重要な問題であり、内閣府の防災対策等で取り上げられてはいるものの、社会的な関心と

しては必ずしも高くないことが大きな問題である。 
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気候変化の影響によって、日本の降雪は北海道山岳部を除き減少すると予想され[40]、

このような平均的な降雪量の減少は、自治体や住民（特に高齢者）にとって雪害に対する

備えや投資に対して消極的になる要因となっている。しかしながら、気温が０℃以下とな

る本州や北海道の内陸部では、大気中の水蒸気の増加等により、「10 年に１度の大雪」の

ような災害を起こしかねない極端な降雪は増加すると予測されている。 

豪雪地帯では他の地域よりも高齢化率が高く、過疎化により危険な雪下ろしの作業を高

齢者が担わざるを得ない状況にある。短期的な対策としては、雪下ろし時の安全を確保す

るための安全ベルト（命綱）やそれを取り付けるための屋根へのアンカーの設置が挙げら

れるが[41]、手間の増大や経済的負担から現状では必ずしも普及していない。当面は、地

域コミュニティの共助やボランティアの活用等によって、雪処理に係る事故対策を進めて

いかざるを得ないが、長期的には高齢者がこのような雪下ろしが必要な戸建住宅に住むこ

とを政策的に回避する方法を考える必要がある。雪下ろしの不要な克雪住宅の普及が期待

されるが、高齢者にとって住宅の新改築は経済的な負担が非常に大きいため、冬期間のみ

の一時的移住も含め、雪下ろしが不要な地域や居住施設への転居も対策として検討する必

要がある。しかしながら、既存の地域コミュニティの断絶や新たな空き家の発生などの課

題も多い。また、豪雪地帯の戸建住宅は一般的に延べ床面積が大きく、高齢者が２人ない

し１人で住むことは、温熱環境やエネルギー消費の面からも好ましくないので、減築によ

る戸建住宅のコンパクト化も重要である。より長期的には、我が国の根強い戸建住宅志向

を改め、住居を集合化することにより耐雪強度を増し、雪下ろしを不要としていくことも

考えるべきである。 

豪雪地帯では人口減少により空き家が増加しているが、このような空き家は雪による倒

壊の危険性に絶えずさらされおり非常に問題である。高齢化、過疎化、空き家増加、コミ

ュニティ力低下等により、防災力低下が加速しているところに、気候変化の影響により大

雪の頻度が増し、災害のリスクを加速している。また、積雪期に大きな地震が発生した場

合、屋根上の積雪荷重により、倒壊家屋が通常よりも多くなることや、避難・救助活動が

雪によって阻まれることが予想される。さらに、このような場合、厳冬期の避難生活とな

り、被災者、特に独居の高齢者等にとって過酷なものとなるため、十分な対応が必要とな

る。また、気候変化により、雪への備えのない地域での降雪被害が発生するようになって

きていることにも注意する必要がある。こうした地域では、もともと雪害に対する備えが

不充分なため、特に高齢者にとってはリスクが大きい。 

 

５ 夏季の猛暑に対する住宅のレジリエンス対策 

(1) 夏季の猛暑化・住宅における熱中症 

気象庁のデータによれば、東京の年平均気温は、ヒートアイランド現象や地球温暖化の

影響などにより過去100年で3.3℃上昇している。大阪、名古屋は2.9℃同じように上昇し

ている[42] 。日中の最低気温が 25℃より下がらない熱帯夜も 1970 年代から増加してい

る。これに伴い、熱中症で救急搬送される人数も増加している。このような猛暑化により、

熱中症による救急搬送者数は、近年、急増しており、2010年以降、４万人台から５万人台
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で推移してきたが、2018年には95,137 人、2019年に71,317人となった[43][44]。また、

2018年における熱中症による死亡者は1,581人となっている[45]。今後の気温上昇、そし

て海面温度の上昇に伴う湿度上昇を考えると、その頻度は、ますます増加するものと予想

される。季節ごとの死亡数や、浴室での死亡事故数と熱中症者数の比較を見れば、高齢者

への健康への影響としてまず考えるべきは冬ということになるが、ヒートアイランドや地

球温暖化の影響などで夏の暑熱環境の健康被害も無視できなくなっている。 

これに、暑さに対して脆弱な高齢者の増加という要素が加わるため、適切な予防措置を

講じなければ、今後、被害が加速度的に増加することが懸念される。環境省によると、熱

中症を引き起こす要因は「環境」「からだ」「行動」に分類できる[46]。環境には、気温の

ほか、湿度、放射、気流などが含まれる。からだは、暑さに適応できていない状態、肥満、

体調不良などがある。元気な成人は、暑さにより体温が上がっても発汗や皮膚温が上昇す

ることで体から放熱するが、高齢者は体温調節機能が劣化するため熱中症を引き起こす可

能性が高くなる。 

屋内の場合、冷房がないと死ぬ時代になりつつあり、この事実を発信していく必要があ

る。熱中症の発生場所は住居が約4割と一番高く、仕事場や学校等を含めた屋内での発症

の割合の方が屋外よりも高い[46]。熱中症対策には部屋に熱をため込まないことが肝心で

ある。特に暑さを感じにくくなっている高齢者は注意が必要である。「エアコンに頼らなく

ても自分は大丈夫」などと過信させないように、適切にエアコンのスイッチを入れるよう

に促すことが大事である。新型コロナウイルス感染症予防対策として自宅に留まる時間が

長くなる状況の中で、一人暮らしの高齢者などがいる場合には、遠隔で温湿度を確認して、

熱中症になる恐れがある時にエアコンのスイッチを入れたり、警報を送ったりすることも

必要である。 

熱中症に関する指針類では、気温以外に湿度、放射の影響も考慮した WBGT(Wet-bulb 

globe temperature, 湿球黒球温度)と呼ばれる暑さの指標が使用されている。各都市の日

最高 WBGT の値と日積算の熱中症による救急搬送者数の間には正の相関があること、そし

て、その傾きは日最高 WBGT が 28℃を超える辺りから急激に増加することが確認されてい

る[47]。WBGTは、黒球温度、自然換気状態の湿球温度、乾球温度から算出される [48][49] 。

簡易型測定器では、自然換気状態ではない湿球温度を用いていることがある [49]。これで

は、気流の冷却効果を適切に評価できない。学術論文においても混乱がみられるため、本

来の定義を周知する必要がある。 

環境省は「ヒートアイランド対策ガイドライン」[50]を 2013年に改訂し、ヒートアイラ

ンド現象を生じさせないように、その原因を削減する「緩和策」に加えて、ヒートアイラ

ンドによる人間生活への影響を軽減するための「適応策」という観点を打ち出した。酷暑

環境下においても人間の熱ストレスの軽減に有効に機能する技術を見極め、導入を進めて

いく必要がある。 

 

(2)  睡眠できる環境 

近年、ヒートアイランド現象や地球温暖化などの影響により、日中の気温が高温化する
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だけでなく、夜間の気温低下が抑制されている。夜間の室内環境が高温になると、もとも

と睡眠に障害の無い健康な人であっても、睡眠が妨害される恐れがある。寝つきが悪くな

り、体動（寝返りなどの体の動き）が増えて、中途覚醒が増加するなど睡眠の質が低下す

る。夜間睡眠の質が低下すると、翌日には眠気が強まり、不注意や事故が増え、仕事の生

産性が低下するとともに、日常生活での疲労が増す。寝室を適正にコントロールする必要

が高まっている。具体的には、扇風機による対流放熱の増加や冷房による適正な温度や湿

度のコントロールが望ましい。これまでのような冷房を避ける睡眠環境は我慢の省エネル

ギーではあっても命の危険性すら生じるようになっている。 

室温が睡眠に及ぼす影響は、裸体男性の場合、気温29℃～34℃で最も睡眠効率が高くな

ると示されており[51]、温度によって睡眠脳波や体温調節が影響を受ける[52]。パジャマ

を着用するのであれば、男性なら25℃～27℃、女性なら26℃～28℃が望ましい[53]。しか

し、これまで日本ではエアコンを寝入り端の数時間だけをタイマー使用する方法が一般的

であった。タイマーが切れた後には、高温な外気を室内へ換気により取り入れることと蓄

熱された構造体から室内側への放熱により、室温の上昇が観察される。その室温上昇が皮

膚温上昇を惹起し、睡眠に影響を与えている。猛暑日には夜も我慢せずにエアコンをONに

しておくことが大切である。 

発汗や血管拡張などの自律神経性体温調節は、昼間の起床時と比較すると睡眠中は、反

応が遅延したり小さくなったりする。一方で、起床時は行うことができる窓開けやエアコ

ン操作などの行動性体温調節は、睡眠中はできなくなる。従って、行動性体温調節を起こ

させないような良好な睡眠環境が必要となる。我慢の省エネルギーではなく、体温調節を

考えた冷房の使用法などの推奨が必要である。 

近年、実験室から実際の居住環境へ研究[54],[55]は進展しつつあるが、本分野の研究は

不足しており、IoT などを利用してビッグデータを取得し、その影響を解明して行く必要

がある。それとともに、正しい睡眠に関する知識や情報を居住者に提供し、居住者行動を

変えていく必要がある。 

 

６ 人口減少社会における脱炭素戦略 

(1) ZEHを越えたライフサイクルでの住宅の脱炭素 

2014年４月11日に閣議決定された｢第４次エネルギー基本計画」[56]においては、

「2020 年までに標準的な新築住宅で、2030 年までに新築住宅の平均でゼロ・エネルギー

ハウス（ZEH）の実現を目指す」とする目標が示されている。ZEHとは、「先進的な建築設

計によるエネルギー負荷の抑制やパッシブ技術の採用による自然エネルギーの積極的な活

用、高効率な設備システムの導入等により、室内環境の質を維持しつつ大幅な省エネ化を

実現した上で、再生可能エネルギーを導入することにより、エネルギー自立度を極力高

め、年間の一次エネルギー消費量の収支をゼロとすることを目指した建築物」と定義され

ている。定量的な定義に関しては資源エネルギー庁のZEHロードマップ委員会が2015年に

示している[57]。 

2030 年までに家庭部門に1160万kLのエネルギー削減が求められており、トップランナ
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ーとしてのZEHの役割はさらに増している。2018 年７月３日に閣議決定された「第5次エ

ネルギー基本計画」[13]においては、「2020 年までにハウスメーカー等が新築する注文

戸建住宅の半数以上で、 2030 年までに新築住宅の平均でZEHの実現を目指す。」とより

具体的に設定された。国連の持続可能な開発目標（SDG s：Sustainable Development 

Goals）」の「目標７：エネルギー」、「目標13：気候変動」にも対応している。首相官

邸が公表しているSDGsアクションプラン2018[58]において、重要事項5にZEHが取り上げら

れている。 

ZEH の普及は、資源エネルギー庁で定義が定められた2015年以降着実に増加している

が、2018年度の新築注文住宅におけるZEHシリーズの戸数は約5.6万戸となっており、ロー

ドマップに示されたZEHの普及目標に対する実績数は2018年度時点で目標の約６割となっ

ている[21]。一方、固定価格買取制度（FIT 制度）が2019年11月以降 10 年の買取期間を

順次終了することによる買取価格の低下によって、売電収入が減少するという状況が発生

しており、ZEHの太陽光発電設備設置の経済的メリットが薄れつつある。今後は、FIT制度

からFIP制度へと移行する予定である[59]。従って、住宅での自家消費率を向上させる技

術開発を行うことが大切になる。すなわち、太陽光発電設備による余剰電力の電力買取価

格が 家庭用電力料金を下回る場合には、経済的なメリットを増やすために住宅内での自

家消費を増やすことが選択肢の１つとなる。蓄電池の低価格化と普及が望まれるが、現状

ではまだ価格が高い。住宅では冷暖房、給湯など熱としてエネルギーが消費されており、

これらをHEMSによって最適制御することが必要である。また、余剰電力を蓄電池以外に電

気自動車、プラグインハイブリッド自動車、コミュニティ内融通を自家消費向上に利用で

きる。夜間においては、高効率の燃料電池を活用した分散型電源による最適供給を実現す

ることも考えられる。これらはIoTやAIなどの新技術を活用することでさらなる効果を得

ることができる。 

2018年５月にZEHロードマップフォローアップ委員会でZEH+が定義された[60]。ZEH＋

とは、ZEHに加えて外皮性能の更なる強化、高度エネルギーマネジメント、電気自動車を

活用した自家消費の拡大の３要素のうち２つ以上を具備した住宅と定義されている。さら

なるZEHの普及のためには、健康・快適性、レジリエンスなどのエネルギー以外の便益に

関して明確に示していく必要がある。レジリエンス性能を向上させたZEHをZEH+Rと呼んで

いる。健康性に関しては科学的エビデンスに基づく資料が重要であり、関連学術団体と連

携してエビデンスの整備に努める必要がある。例えば、国土交通省が行っている高断熱住

宅への入居後の居住者の健康状態変化に関する調査研究などをさらに推進していく必要が

ある。2019年に発生した台風15号、19号による強風、豪雨などによる災害は人々のレジリ

エンスに対する関心を高めた。大規模気象災害は今後も発生すると考えられるため、これ

らの地域に建設されていたZEHがどのような状況であったかなどを調査する必要がある。 

集合住宅は一般的に戸建住宅よりもエネルギー消費量が小さい。都市部ではコンパク

ト化や土地利用の観点から戸建住宅の建設は難しいため、集合住宅の脱炭素を考える必要

がある。集合住宅に関してはZEH-Mが定義された [61] 。集合住宅に設置できる太陽光パ

ネルは限られるため、オンサイト（敷地内）のみではなく、オフサイト（敷地外）での利
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用も検討する必要がある。米国エネルギー省（DOE）では、ZEB定義の中にオフサイトの再

生可能エネルギーを含んでいる[62]。脱炭素のためには、スマートグリッドなどの配送電

技術や制度的観点での促進策を積極的に行うべきである。住宅では、暖冷房と給湯の占め

る割合が６割にもなる。これらは最終利用温度が低い熱エネルギーの消費になる。電力、

ガスのような品質の価値の高いエネルギーだけでなく、地域によっては太陽熱、地域産材

を利用するバイオマスボイラー熱、地域産業からの廃熱等、低密度・低品質エネルギーを

有効に活用すべきである。また、新型コロナウイルス感染症対策のための自然換気が見直

される可能性がある。 

環境モデル都市、環境未来都市、SDGs未来都市の構想が政府により行われている。持

続可能性や高齢化など人類共通の課題に対応し、環境、社会、経済の３つの価値を創造す

ることで「誰もが暮らしたいまち」「誰もが活力あるまち」の実現を目指す活動である。

これらの先導的プロジェクトをさらに推進して行く必要がある。 

 ESG投資の要素としてZEB、ZEHが取り上げられている。ZEHの不動産価値に関しても中古

市場で高く評価されていくような取り組みが必要である。ZEHの定義ではその他エネルギ

ー、すなわち家電製品などによるエネルギー消費は除かれているため、これらの生活に関

わるエネルギーやライフサイクルとして住宅の環境負荷までを考えるZEHを越えたLCCM住

宅（ライフサイクルカーボンマイナス住宅）[63]を目標としてさらに深掘りして行くこと

が必要となる。 

  

 (2) 住宅の省エネ適合義務化 

2018 年７月３日に閣議決定された「第５次エネルギー基本計画」では、「さらに、こう

した環境整備を進めつつ、規制の必要性や程度、バランス等を十分に勘案しながら、2020

年までに新築住宅・建築物について段階的に省エネルギー基準の適合を義務化する。」と記

述されている。2019 年５月 17 日に改正建築物省エネ法が制定された[64]。非住宅建築物

に関しては、2021年４月１日より2000m2から300m2を越える非住宅建築物への省エネ適合

義務範囲が拡大される。 

しかしながら、住宅に関しては省エネルギー適合率がまだ６割程度であり、現状で急に

義務化を行うのは市場や国民生活に混乱を招く可能性があるという理由などで 2019 年の

建築物省エネルギー法の改正では住宅の適合義務化は見送られた。そこで、義務化を行っ

た時と同等の温室効果ガス削減効果が得られるということで建築士から建築主への説明が

義務化、住宅トップランナー制度の範囲拡大が行われることになった。 

省エネルギー性能は、温室効果ガス削減対策というやや大きい枠組みの要素を除けば、

主として、建築主の利益に関わる論点であるため、最低限度の安全性、衛生水準という現

行の単体規定制度の中で、建築規制で義務付けることに関しては、憲法の財産権保障の観

点からの一定の限界が存在するという指摘もある。その意味では、建築士に対して建築主

の意向を把握した上で、建築主に省エネルギー基準への適否などの説明を義務づける制度

を創設し、建築主の行動変容を促すことは適切である。 

前述したように国土交通省の資料[29]によれば、我が国の住宅の38％が無断熱に等しく、
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現行の断熱基準を満たした住宅はわずか６％しかない。しかしながら、現在の建築請負慣

行、戸建住宅、集合住宅の流通慣行の中では、建築主や購入者が、正確で客観的な断熱・

気密・省エネルギー性能に関する十分な説明を受けたうえで購入しているケースは少ない。

健康被害の実態などをよく理解していたとすれば、より多くの者が、住宅取得時に自分自

身や家族の健康と快適性、さらには疾病・死亡リスクなどについて、十分に配慮するはず

であろう。消費者に情報が充分提供されていないことにより、健康、快適、長寿といった

重大な価値が減じているとすれば、社会的に大きな損失となる。住宅性能、費用等の情報

開示を奨励し、これらの一部を義務付けるなどの対応が必要であろう。また、住宅の環境

性能に関する分かりやすい表示、例えば標準光熱費などの表示が住宅流通時にあることが

望ましい。 

住宅トップランナー制度の拡大では、これまで年間150戸以上供給する建売戸建住宅供

給事業者に対して、省エネ基準に適合した上で2020年度に省エネ基準に比べて15%削減を

求めてきた。これに加えて年間 300 戸以上供給する注文戸建住宅事業主に対して 2024 年

度に25%削減を求めている。ただし、当面は20%削減としている。年間1,000戸以上供給す

る賃貸アパート事業者は 2024 年度に 10%削減を目標としている。達成状況を見極めなが

ら、深掘りをして行く必要がある。この際に再生可能エネルギーの利用をどのように評価

するかに関しては学術的な検討が必要である。 

建物保有税は質の高い建物ほど高いことから、環境負荷を小さくするための投資を阻害

している。廃止・軽減を含め抜本的な見直しが必要とされている。また、土地や建物の流

通が阻害されることは、環境性能に優れた土地利用への転換の障害となる。登録免許税、

不動産取得税等の不動産流通に係る費用はなるべく軽減していく必要がある。 

 

７ アジア蒸暑地域の冷房・国際協力 

国際エネルギー機関（IEA）が発行しているWorld Energy Outlook 2013[65]によれば、

世界のエネルギー需要は、特にアジア蒸暑地域において、2035年まで急増し続けると予測

されている。また、世界の経済成長の約 65％が非 OECD アジア諸国で生じると予測されて

いる。経済成長はエネルギー消費に大きな影響を与える。地球温暖化により、近年気温と

湿度の両方が上昇している。北欧などですでにおこなわれているように、住宅を充分断熱

化し、日射熱、内部発熱を使用することで無暖房化も可能になっているが、冷房の場合は

同様の手法では難しい 

特にアジア蒸暑地域の多湿対策は大きな問題である。国際エネルギー機関（IEA）は、2018

年に「冷房の未来」という報告書[66]を出版した。報告書は、世界は迫り来る「冷たい危

機」に直面していると述べている。それによれば、冷房のための世界のエネルギーの使用

は、急激に増加しており、1990年から2016年の間に３倍以上に増加している。2050年ま

でに予想される冷房エネルギー消費増加量の大部分は、新興国によるもので、インド、中

国、インドネシアの３カ国だけでその半分を占める。そして、再生可能エネルギーの利用

を増やすことは、この冷房エネルギー需要を満たすために不可欠であるが、必要量の３分

の１しか賄えないと予想されている。高効率エアコンの開発と普及は省エネルギーに大き
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な利益をもたらすと期待されていることから、この分野において先進的な我が国において

は、協調的な政策が緊急に必要とされる。冷房負荷を低減させる日射遮蔽や外皮性能の向

上は言及するまでもない 

エネルギー消費の増大、高齢化に対応した課題は、アジア蒸暑地域において共通である。

そのため、我が国の研究蓄積の情報発信、共同研究、情報交換は、極めて重要であり、様々

な機会を利用してさらに推進する必要がある。アジア学術会議は、それらの目的のために

設置された組織であり、アジア学術会議を基盤として脱炭素に取り組むことを提言する。

また、国内の大学で実施している交流協定、共同研究などの情報を収集整理することによ

り、これまでよりもさらに強固な連携が可能になる 

日本建築学会では、ISAIA（アジア建築交流国際シンポジウム）[67]を日中韓で毎年開催

しており、とくに建築計画分野の相互交流が行われている。また、研究の成果の発表の場

として、インパクトファクターをすでに取得している国際学術雑誌 Journal of Asian 

Architecture and Building Engineering (JAABE) [68]が活用できる。日本建築学会にお

いては「アジア・モンスーン地域の建築環境検討小委員会」が環境問題を検討している。

建築空調設備冷凍分野に関しては、中国を中心としてアジア蒸暑地域の連携による連合体

を構成しようという動きがある。一方で米国暖房冷凍空調学会（ASHRAE）もアジア蒸暑地

域の 10 ヶ国の支部との連携を強化している。我が国は両者と良好な関係を保ちながら活

動を継続するべきである 

地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）は、 国立研究開発法人科学

技術振興機構（JST）、国立研究開発法人日本医療研究開発機構（AMED）、独立行政法人国際

協力機構（JICA）による開発途上国の研究者が共同で研究を行う研究プログラムである。

一国や一地域だけで解決することが困難であり、国際社会が共同で取り組むことが求めら

れている環境・エネルギー問題に関しては極めて有効であり、今後とも推進していく必要

がある。また、適切な対応を行うためには現状を正確に把握する必要があるが、アジア蒸

暑地域におけるエネルギー需給に関するデータは、供給側のマクロ的統計データは存在す

るものの、需要側のエネルギー消費量に関するデータは、現地研究者によっても整理され

ておらず、極めて乏しい。この状況を打破するためには、民生部門のエネルギー消費実態

に関する共通のデータベースを構築し、民生部門からの二酸化炭素排出量を削減するため

のシナリオと発展段階に応じた段階的方策の効果検証ができるプラットフォームの構築が

必要とされる。Building Energy structure and Lifestyle Database of Asia（BELDA）

[69]の活動などをさらに支援していく必要がある。 

換気量の増大は冷房を行う国ではエネルギー消費量に影響を与えるため、新型コロナウ

イルス感染症における換気の役割に関しては、国際的に協調してエビデンス収集を行う必

要がある[70]。 

 

８ 提言 

 以上の議論を提言としてまとめれば以下のようになる。また、それぞれの提言に関連す

る省庁を付記してあるが、省庁間の連携が極めて重要であることは論を俟たない。 
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(1) 高齢者住宅のエネルギー消費量の把握 

住宅におけるエネルギー消費に関する統計データを継続的に取得することが必要であ

る。一人当たりの温室効果ガス排出量について家庭部門のCO2排出実態統計調査（家庭CO2

統計）で評価すべきである。家電製品のリアルタイム情報や居住者の行動情報を得ること

によって待機電力などのさらなる削減が可能である。（総務省、経済産業省、国土交通省、

環境省） 

 

(2) エネルギー需要・情報・サービスに関する動向把握 

世帯人数、年齢構成などにより生活行動が異なるため、それに合わせた対策と優先順位

を決めていく必要がある。エネルギー需要科学という学問、研究分野が必要とされている。

高齢者世帯に関しては、エネルギー消費の特徴は在宅時間が長いこと、古い機器の使用割

合が高いことなどがある。高齢化社会の生活とAI、IoTを踏まえてエネルギー需給、住ま

いの在り方を考える必要がある。技術のみならず、生活空間や居住者行動を包括したアプ

ローチも必要になる。また、新型コロナウイルス感染症による在宅勤務などの住まい方が

与える影響に関しても調査すべきである。（総務省、経済産業省、国土交通省） 

 

(3)  寒い住宅からの脱却、断熱による死亡率の低減並びに、豪雪被害への対応 

世界保健機関（WHO）が2018年 11月に発行した、住宅と健康に関するガイドライン（WHO 

Housing and health guidelines）では寒い季節の住宅の最低室温を守るべきであるとの

勧告を行っているが、それを適用すべきである。我が国においても住宅と健康に関するエ

ビデンスが充実しつつあり、これらを政策に反映すべきである。また、寒冷地のみならず

温暖な地域であっても、住宅の高断熱・高気密化による熱性能の向上を図るべきである。

加えて、高齢化の進む豪雪地帯における住宅の雪対策が重要な問題であることを再認識す

べきである。（厚生労働省、経済産業省、国土交通省、環境省） 

 

(4) 夏季の猛暑に対する住宅のレジリエンス対策 

我が国において熱中症で救急搬送される人数が増加している。我が国の熱中症の約 ４

割が住宅内で発生しており、このうち７割が65歳以上の高齢者である。住宅における日射

遮蔽や通風の確保、適切な冷房の使用に関して科学的データを示して危険性を知らせるべ

きである。また、高齢者には特に暑い季節に睡眠障害、睡眠不足による健康被害が生じる

可能性があるため、良好な住宅環境を提供すべきである。（厚生労働省、経済産業省、国土

交通省、環境省） 

 

(5) 人口減少社会における脱炭素戦略 

売電の買取価格低下により、ZEH（ネット・ゼロエネルギーハウス）の太陽光発電設備設

置の経済的メリットが薄れつつあるため、自家消費率を向上させる技術開発を行うことが

大切である。さらなる普及のためには、健康・快適性、レジリエンスなどのエネルギー以

外の便益に関して示していく必要がある。ZEH の不動産価値に関しても中古市場で高く評
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価されていくような取り組みが必要である。住宅の環境性能に関する分かりやすい表示、

例えば標準光熱費などの表示が住宅流通時に必要である。建物保有税は質の高い建物ほど

高いことから、環境負荷を小さくするための投資を阻害しており、廃止・軽減を含め抜本

的な見直しが必要である。（経済産業省、国土交通省、環境省） 

 

(6) アジア蒸暑地域の冷房・国際協力 

アジア蒸暑地域の発展途上国における冷房エネルギー消費が急増している。冷房負荷の

小さい住宅や高効率エアコンの開発と普及を進めるべきである。高齢化に対応した課題は、

アジア蒸暑地域においても我が国に遅れて発生する。アジア学術会議を基盤として脱炭素

に取り組む必要がある。地球規模課題対応国際科学技術協力プログラム（SATREPS）や

Building Energy structure and Lifestyle Database of Asia（BELDA）の活動などをさ

らに支援していく必要がある。（外務省、経済産業省、環境省） 

 

なお、住宅供給のほとんどは民間事業者によって行われているため、提言に関しては関

係省庁のみではなく、関連する産業界と連携して行うことが重要である。 
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＜用語の説明＞ 

〈１〉AI（Artificial Intelligence） 

人工知能、知的行為をコンピュータによる解決を行う技術。 

 

〈２〉FIP（Feed-in-Premium）制度 

太陽光などで発電した電気を卸市場などで販売する際に、その価格にプレミアムを上乗せ

する仕組み。 

 

〈３〉HEMS (Home Energy Management System) 

データ通信ネットワークを駆使して、住宅の設備・機器等の運転管理によってエネルギ

ー消費量の削減と安全性を確保し健康・快適性の向上を図るためのシステム 

 

〈４〉IoT（Internet of Things）  

IoT とは、あらゆるモノがインターネットを通じて接続され、モニタリングやコントロ

ールを可能にするといった概念・コンセプトのことである。 

 

〈５〉LCCM（Life Cycle Carbon Minus） 

LCCM 住宅とは、住宅の建設・運用・解体・廃棄までの一生涯に排出する CO2を徹底的に

減少させるさまざまな技術導入と、それらを使いこなす省エネ型生活行動を前提としたう

えで、太陽光、太陽熱、バイオマス等の再生可能エネルギー利用によって、ライフサイク

ルトータルのCO2収支がマイナスとなる住宅のことである。[59] 

 

〈６〉ZEH（Zero Energy Housing） 

経済産業省・資源エネルギー庁の定義によれば、ZEH（ゼッチ）（ネット・ゼロ・エネル

ギー・ハウス）とは、住宅の高断熱化と高効率設備により、快適な室内環境と大幅な省エ

ネルギー(基準値よりも 20%削減)を同時に実現した上で、太陽光発電等によってエネルギ

ーを創り、年間に消費する正味（ネット）のエネルギー量が概ねゼロ以下となる住宅のこ

と[53]。 

 

〈７〉建築物省エネ法 

建築物のエネルギー消費性能の向上に関する法律（平成27年法律第53号）[60]の略

称 

 

〈８〉外皮性能 

建築の窓、外壁、屋根などを外皮と呼び、そのエネルギー消費性能を外皮性能と呼

ぶ。一般的には、室内外の温度差による熱損失量を示す。この数値が小さいほど省エネの

程度は大きい。 
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〈９〉コホート調査（cohort study） 

特定の要因に曝露した集団と曝露していない集団を一定期間追跡し、研究対象となる疾病

の発生率を比較することで、要因と疾病発生の関連を調べる観察的調査のこと。 
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＜参考資料＞ 長寿・低炭素化分科会審議経過 

平成30年 

３月23日 長寿・低炭素化分科会 （第１回） 

委員長、副委員長、幹事の選出、分科会の活動方針、今後の活動に関して 

５月22日 長寿・低炭素化分科会 （第２回） 

委員からの話題提供 

８月 ７日 長寿・低炭素化分科会 （第３回） 

委員からの話題提供 

11月 30日 長寿・低炭素化分科会 （第４回） 

委員からの話題提供 

 

平成31年 

２月18日 長寿・低炭素化分科会 （第５回） 

委員からの話題提供 

 

令和元年 

５月21日 長寿・低炭素化分科会 （第６回） 

委員からの話題提供 

８月 ９日 長寿・低炭素化分科会 （第７回） 

提言の枠組みについて 

11月 22日 長寿・低炭素化分科会 （第８回） 

提言の枠組みについて 

 

令和２年 

２月13日 長寿・低炭素化分科会 （第９回） 

提言について 

５月 14 日 日本学術会議幹事会（第 290 回） 

       提言「長寿社会における脱炭素健康住宅への道筋」について承認 
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＜付録＞ 

本提言の脱炭素社会の実現を目指したテーマに関連する議論は、土木工学・建築学委員

会の中に設けられた分科会において、これまで継続的に行われ取りまとめられてきた。す

なわち20 期では建設と社会分科会(村上周三委員長)が「対外報告：民生用エネルギー消

費量削減に関する政策提言」を、21 期では低炭素建築・都市分科会(村上周三委員長)と社

会資本分科会(浅見泰司委員長)が合同で「低炭素化に向けた経済・社会・エネルギーのあ

り方と実現のシナリオ」を記録として、22 期では低炭素建築・都市マネジメント分科会

(吉野博委員長)が、「低炭素建築・都市マネジメント分科会」を記録として、23 期では低

炭素・健康社会の実現への道筋と生活様式・消費者行動分科会(吉野博委員長)が、「低炭素・

健康なライフスタイルと都市・建築への道筋」を提言としてまとめた。本提言はそれらの

報告や記録を踏まえ、さらに本分科会にて審議した最新の成果を取り入れてまとめられた

ものである。また、新型コロナウイルス感染症の影響に関しては最終段階で追記した。本

感染症の影響は住まいや住まい方に対する影響が大きいため、継続的に議論を進めるべき

である。 


